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第Ⅰ章 跡地利用の事業実現性から見た課題の整理と行程計画(案)の作成   

 

１．跡地利用の事業スキーム（案）の作成と課題の抽出等 

本項では、当地区における「全体計画の中間取りまとめ」の内容を把握した上で、計画フレー

ム等（当地区に求められる土地利用や都市基盤整備の内容）を想定し、跡地利用の事業スキーム

（案）の作成を実施した。 

また、作成した事業スキーム（案）の実現可能性を検証するとともに、実現に向けた課題の抽

出を行った。さらに、これらの結果から、今後の取組みに反映すべき事項の整理を行った。 

 

 

（１）「全体計画の中間取りまとめ」の把握 

平成 24 年度に策定した「全体計画の中間取りまとめ」における「跡地利用の目標と実現に向

けた取組み」、「計画づくりの方針」、「空間構成の方針」を整理した。 

 

１）跡地利用の目標と実現に向けた取組み 

「沖縄21 世紀ビジョン基本計画」、「広域構想」等の広域計画や｢基本方針」を踏まえて、跡地

利用の目標等を取りまとめ、跡地利用計画の策定に向けた前提として位置付ける。 

跡地利用の目標 

新たな沖縄の振興拠点の形成 「沖縄 21 世紀ビジョン基本計画」や「広域構想」の実現に向

けて、普天間飛行場の跡地に期待される施策を導入し、新た

な沖縄の振興拠点を形成 

宜野湾市の新しい都市像を実現 跡地利用と周辺市街地整備の連携により、長期の基地使用に

起因する都市問題の解決や新たな施策の導入により、次世代

に継承する新しい都市像を実現 

地権者による土地活用を実現 基地使用により損なわれた地域特有の自然・歴史環境の再生

に取組み、接収後の社会経済状況の変化に対応した新たな土

地活用を実現 

跡地利用の実現に向けた取組み 

沖縄振興に向けた新たな需要の開拓 沖縄県や中南部都市圏の発展に向けて、県内外から跡地利用

に参加する開発事業者や立地企業･来住者を募り、沖縄振興に

向けた新たな需要を開拓 

世界に誇れる優れた環境の創造 跡地や周辺市街地の自然･歴史特性を活かして、緑豊かなまち

づくりや持続可能な世界に誇れる環境づくりに挑戦 

機能誘致等と土地活用の促進に向け

た計画的な用地供給 

計画的な用地供給により、跡地利用の目標の実現に向けた機

能誘致の促進や産業等の創出に取組み、地権者用地の土地活

用を促進 
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 ２）計画づくりの方針 

「沖縄21 世紀ビジョン基本計画」や「広域構想」等の広域計画、「行動計画」に基づき進めら

れてきた関連調査等による計画分野別の検討成果（環境づくり、土地利用及び機能導入、都市基

盤整備、周辺市街地整備との連携）を踏まえ、「全体計画の中間取りまとめ」における「計画づく

りの方針」を示すとともに、「計画内容の具体化」段階における今後の取組みの方向を以下に提示

する。 

 

 ①環境づくりの方針 

沖縄振興に向けた環境づくり 

沖縄振興の舞台となる「緑の中のま
ちづくり」 

大規模跡地ならではの「緑」の整備水準を目標 

これまでにない「緑の豊かさ」を見せる計画づくり 

環境の豊かさが持続するまちづくり 低炭素化や資源循環等の環境に配慮した先進的な取組みの導入 

環境づくりに向けた総合的な研究の推進 

地域の特性を活かした環境づくり 

まとまりある樹林地の保全・整備 生態系ネットワークの形成に向けた既存樹林の保全 

跡地の内外にまたがる西側斜面緑地の保全・整備 

地域特有の水循環の保全・活用 雨水地下浸透の促進による湧水量の維持 

地下水の水質の維持・改善 

跡地における地下水等の循環利用 

地下空洞への対応と保全・活用 地下空洞上部における土地利用の安全の確保 

地域特有の資源としての地下空洞の保全・活用 

「宜野湾」の歴史が見えるまちづく
り 

｢(仮)歴史まちづくりゾーン｣の風景づくり 

遺跡の現状保存と連携した環境づくり 

 

②土地利用及び機能導入の方針 

多様な機能の複合によるまちづくり 

振興拠点ゾーンの形成 沖縄振興に向けた基幹産業等の集積地形成 

機能誘致の促進等に向けた中核施設の整備 

都市拠点ゾーンの形成 まちづくりの原動力となる広域集客拠点の形成 

市民の新しい生活拠点となる市民センターの整備 

都心の生活利便を享受する都心共同住宅の導入 

居住ゾーンの形成 多様なライフスタイルの実現に向けた住宅地開発 

「旧集落」の空間再生に向けた風景づくり 

その他の公益的な施設用地等の計画
的な確保 

生活圏の再編とあわせた生活関連施設用地の確保 

既存の墓の再配置とあわせた墓地用地の計画的な確保 

土地利用需要の開拓と並行した計画づくり 

地権者の協働による用地供給の促進 地権者の協働に向けた意向醸成の促進 

まとまりある用地供給見通しの確保 

機能誘致見通しの確保に基づく計画
づくり 

跡地利用への参加を呼びかける情報発信 

機能誘致見通しの確保に向けた情報収集 
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③都市基盤整備の方針 

幹線道路の整備 

上位計画に基づく広域的な幹線道路
の整備 

「中部縦貫道路」の整備 

「宜野湾横断道路」の整備 

宜野湾市の都市幹線道路網の整備 都市幹線道路の整備 

地区幹線道路の整備 

鉄軌道を含む新たな公共交通軸の整備 

 鉄軌道を含む公共交通軸の導入を前提として効果的なルート

を想定 

鉄軌道を含む公共交通軸の活用に向けた計画づくりを推進 

緑地空間の整備 

広域計画に基づく（仮称）普天間公園
の整備 

跡地を活用した緑地の拡大 

沖縄振興の拠点となる交流空間の整備 

広域防災機能の導入 

自然・歴史特性の保全・活用に向けた
公園等の整備 

既存樹林や西側斜面緑地の保全と連携した公園等の整備 

「並松街道」の整備 

身近な生活の場となる公園等の整備 跡地の住宅地の魅力付けに向けた公園等の整備 

周辺市街地からの利用に向けた公園等の整備 

供給処理・情報通信基盤の整備 

供給処理基盤の整備 広域における既定計画に基づく施設整備 

水循環の保全に向けた雨水排水施設の整備 

再生可能エネルギーへの転換と連携した電力供給施設の整備

情報通信基盤の整備 情報通信環境の向上による産業立地の促進 

情報通信基盤の活用による生活の豊かさの追求 

 

④周辺市街地整備との連携の方針 

周辺市街地の改善と連携した跡地利用 

周辺市街地の再編 市街地の再開発等に必要な用地の供給 

既存施設の移転立地意向に対応した用地の供給 

跡地と周辺市街地にまたがる生活圏
の形成 

周辺市街地からの利用に向けた公園等の整備 

周辺市街地の既存施設利用による跡地の住宅立地の促進 

跡地と周辺市街地にまたがる環境づくりと都市基盤整備 

周辺市街地における環境づくり（周辺
市街地に関連する方針を再掲） 

西側斜面緑地の保全 

「並松街道」の再生 

湧水利用による農業、生物の生息･生育環境、民俗文化の継承

跡地に流入する河川や排水路の水質の改善 

周辺市街地における幹線道路の整備 周辺市街地整備から見た道路構造・ルートの選定 

周辺市街地における幹線道路の早期整備の推進 
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３）空間構成の方針 

「全体計画の中間取りまとめ」に基づく県民、市民及び地権者からの意見聴取や跡地利用への

参加を呼びかける情報発信等に向けて、目標とする跡地利用の姿をわかりやすく表すために、「計

画づくりの方針」をもとに土地利用や都市基盤施設の配置の方向を表した「空間構成の方針」を

以下に取りまとめる。 

 

①土地利用ゾーン配置の考え方 

三種類の土地利用ゾーンにふさわしい立地条件の確保を目標とした「配置方針」 

振興拠点ゾーンの配置 ｢リゾートコンベンション産業｣、｢医療・生命科学産業｣、「環境・エ

ネルギー産業」等の誘致を目標とし、跡地の西側斜面緑地の緩衝機能

や段丘端部からのオーシャンビューを活かせる位置に配置 

都市拠点ゾーンの配置 広域集客拠点や市民センター等の立地条件の確保を目標とし、広域的

な交通網の活用による集客力の確保、宜野湾市の中心としてふさわし

い位置等を重視して配置 

居住ゾーンの配置 周辺市街地との一体的な生活圏形成や旧集落の空間再生等を目標と

し、周辺市街地と隣接する跡地の外周部を中心として配置 

 

②緑地空間配置の考え方 

公園等の施設緑地を対象として、公園等の整備目的に対応した配置パターンを検討した「配置方

針」 

跡地振興の拠点となる緑地空

間の配置 

広域計画にもとづく（仮称)普天間公園は、振興の舞台となる環境づく

り、交流空間の整備、広域防災機能の導入など跡地振興の拠点となる

まとまりある緑地空間を配置 

跡地全体を網羅するネットワ

ーク状の緑地空間の配置 

「緑の豊かさ」を身近に感じる環境づくり、生物多様性を目指した「生

態回廊」の形成、地域バランスに配慮した地下水涵養等を目標として、

跡地全体を網羅するネットワーク状の緑地空間を配置 

自然･歴史特性の保全活用に向

けた緑地空間の配置 

斜面地の地形の保全と緑化による｢緑の豊かさ」の演出や｢並松街道」

の再生による歴史が見えるまちづくり等を重視して緑地空間を配置 

周辺市街地からの利用に向け

た緑地空間の配置 

緑地空間が不足する周辺市街地からの利用や跡地と周辺市街地にまた

がる一体的な生活圏形成の拠り所としての役割を重視して、周辺市街

地と隣接する跡地の区域に既存樹林を活かした緑地空間を配置 

 

③交通網配置の考え方 

幹線道路網は上位計画を基本とし、公共交通軸は跡地における整備効果を高めることを目標とし

た交通網の「配置方針」 

主要幹線道路（中部縦貫道路、宜

野湾横断道路）のルートの配置 

「中部縦貫道路」は跡地内を縦貫する都市幹線道路の位置に、「宜野

湾横断道路」は南側の都市幹線道路の位置に併設または共用による整

備を想定して配置 

跡地と周辺市街地にまたがる

幹線道路網の配置 

ルートの修正や追加を行うとともに、跡地と周辺市街地の一体性に配

慮して、宜野湾市全体の新しい幹線道路網を構築 

国道330 号と（仮称）普天間公園を結び跡地と周辺市街地の連携に向

けたシンボルとなる地区幹線道路（シンボル道路）を配置 

鉄軌道を含む新たな公共交通

軸の配置 

跡地における公共交通軸の整備効果を最大限に発揮させることを目標

として、広域的な集客拠点や居住ゾーンとの近接性に配慮して配置 
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図 1-1 配置方針図 
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（２）計画フレーム等の想定 

「全体計画の中間取りまとめ」から、当地区に求められる土地利用や都市基盤整備の内容を想

定した。 

 

１）土地利用 

当地区において、基幹産業の集積や中核施設の整備を図る「振興拠点ゾーン」、広域集客拠点

の形成や生活拠点の整備、都心共同住宅の導入を図る「都市拠点ゾーン」、多様なライフスタイル

の実現に向けた住宅地開発や旧集落の空間再生に向けた風景づくりを図る「居住ゾーン」、これら

３つのゾーン形成を土地利用の方針とする。 

●「振興拠点ゾーン」は、「リゾートコンベンション産業」や「医療生命科学産業」、「環境・

エネルギー産業」等の誘致を目標とし、段丘端部からのオーシャンビューを活かせる位置に

産業機能を配置する。また、産業機能の効果発現を図るために大規模な敷地を想定する。 

●「都市拠点ゾーン」は、広域的な交通網の活用による集客を図り、宜野湾市の中心としてふ

さわしい位置等を重視して配置する。また、都市の拠点形成を図るために大規模な敷地を想

定する。 

●「居住ゾーン」は、周辺市街地との一体的な生活圏形成や旧集落の空間再生等を目指し、周

辺市街地と隣接する跡地の外周部を中心として配置する。 

 

２）都市基盤 

●緑地空間 

・広域計画に基づき、跡地を活用した緑地の拡大、交流空間の整備、広域防災機能の導入を図

る「（仮称）普天間公園（約 100ha）」を配置 

・自然・歴史特性の保全・活用に向けた、既存樹林・西側斜面緑地の保全と連携した公園の配

置と並松街道の整備 

・身近な生活の場となるよう、住宅地の魅力付けに向けた公園や、周辺市街地からの利用に向

けた公園を配置 

 

●幹線道路 

・広域的幹線道路（中部縦貫道路、宜野湾横断道路）のルートの検討 

・跡地と周辺市街地にまたがる幹線道路網の検討 

 

●鉄軌道を含む新たな公共交通軸 

・鉄軌道を含む公共交通軸の導入を前提とした効果的なルートを想定 

 

●供給処理・情報通信基盤 

・広域における既定計画に基づく施設や水循環の保全に向けた雨水排水施設、再生可能エネル

ギーへの転換と連携した電力供給施設の配置 

・情報通信環境の向上による産業立地の促進や情報通信基盤の活用による生活の豊かさの追求
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（３）事業スキーム（案）の作成 

跡地利用計画の具現化に向け、当地区の開発に向けた課題等を整理し、想定した計画フレー

ムを前提とした事業スキーム（案）を作成した。 

 

１）当地区の開発に向けた課題等 

地区の現状や土地利用等の考え方から、当地区の開発に向けての課題等を以下に整理する。 

・地区面積が約 480.5ha と広大であり、公共施設整備と宅地の利用促進を図る必要がある。 

・地権者数は、3,000 人以上と非常に多く、合意形成が容易ではない。（なお、今後、相続

等により、さらに地権者数は増加することが想定される。） 

・土地活用に対する多様な地権者意向があり、意向に応じた土地活用選択肢が求められる。 

・土地活用しにくい斜面緑地がある。 

・更地で返還されるため、存置物件がなく、建物移転補償費などが発生しない。 

・現況で概ね 1,000 ㎡程度の敷地所有者が多く、大規模な土地利用が想定される「振興拠

点ゾーン」や「都市拠点ゾーン」では、共同利用の検討が必要となる。 

・跡地利用推進法を活用した先行買収を実施した場合、先行買収地の点在が想定される。 

・地区内に大規模な公園（（仮称）普天間公園：100ha 以上を想定）や広域的幹線道路（中

部縦貫道路、宜野湾横断道路）を確保する必要がある。 

・鉄道用地については、確実に鉄道事業者用の宅地とする必要がある。 

 

２）事業スキーム（案）の作成 

当地区の開発に向けた課題等の整理から、当地区の事業スキーム（案）の考え方を以下に

整理する。 

・跡地利用推進法により「特定駐留軍用地」に指定されていることから、必要な先行買収

を実施することを前提とする。 

・地区面積や地権者数、地権者意向及び、先行返還地の事例等を踏まえ、当地区における

事業手法は「土地区画整理事業」を前提とする。 

・従前地を自ら利用している地権者がいないことや、土地区画整理事業における地権者の

土地活用意向の選択肢を広げる観点、更には大規模公園や広域的幹線道路の整備、先行

買収の実施等を踏まえ、事業実施にあたっては、申出換地制度の活用を検討する。 

・「振興拠点ゾーン」や「都市拠点ゾーン」については、大規模な土地活用を促進すべく共

同利用街区の設定を想定する。 

・土地区画整理事業の事業性確保の観点から、公共減歩による公園は、近隣公園や街区公

園等の住区サービス公園を想定、公共減歩による道路は、地区幹線道路や区画道路を想

定し、大規模公園については、その他都市公園整備事業等、広域的幹線道路については、

その他街路整備事業等による整備を想定する。 

 

当地区の事業スキーム（案）の考え方に基づき、事業スキーム（案）を次頁に提案する。 
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第Ⅰ章 跡地利用の事業実現性から見た課題の整理と行程計画（案）の作成 

■事業スキーム（案） 

①内閣総理大臣による特定駐留軍用地の指定 

・普天間飛行場跡地（約 480.5ha）を「特定駐留軍用地」として指定（平成 24 年 5 月 25 日指定） 

 

②地方公共団体又は土地公社による先行買収 

・跡地利用推進法を活用し、土地の先行取得を実施 

地方公共団体による先行買収 

（従前公共用地として買収） 

地方公共団体による先行買収 
（鉄道用地（宅地）として買収） 

土地公社による先行買収 
（公有宅地として買収） 
 
 

③土地区画整理事業＋都市公園整備事業＋街路事業＋鉄道事業等の一体的な施行の実施 

・先行買収公共用地を、（仮称）普天間公園予定地や幹線街路予定地に配置し、都市公園事業や街路事

業を実施 

・先行買収の鉄道用地（宅地）を鉄道予定地に換地し、鉄道事業者が土地を購入し、鉄道事業を実施 

・土地区画整理事業により、必要な公共施設整備を実施 

・先行買収の公有宅地の集約により、公的機関による大規模敷地を形成 

・共同利用希望者の土地を集約し、地権者による大規模敷地（共同利用街区）を形成 

・個別の土地活用希望者の土地を個別活用が可能な場所に換地 

（事業実施前）     （事業実施後） 

 

 

 

 

 

 

 

 

④民間事業者等と連携した土地活用の推進と宅地内緑地の保全 

・公的機関による大規模敷地における民間と連携した特定事業の実施（ＰＦＩ・ＰＰＰ事業等の導入） 

・地権者による大規模敷地における民間と連携した定期借地権などによる安定した土地活用 

・保留地の早期整備・早期処分による確実な資金回収の実施 

・大規模敷地内における緑地の保全 

  

 

 

普天間
公園 

先行買収地
の集約 

先行買
収地の
集約 

共同
利用
街区

 
保留地

共同 
利用 
街区 

   幹線街路

鉄
道
用
地
 

土地区画整理事業 
による公共施設整備 

（道路・公園・下水道等）

個別の土地活用 
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第Ⅰ章 跡地利用の事業実現性から見た課題の整理と行程計画（案）の作成 

（４）実現可能性の検証及び課題の抽出 

作成した事業スキーム（案）の実現可能性を検証するとともに、実現に向けた課題の抽出を

行った。 

 

①地方公共団体又は土地公社による先行買収 

実現可能性 課題の抽出 

・跡地利用推進法により、既に「特定駐留

軍用地」に指定されており、特定事業の

見通しを定めることで、地方公共団体や

土地公社による土地の先行取得を実施

中である。 

 

 

⇒斜面緑地等については、現在の借地料ルール

と土地区画整理事業の土地評価の差異によ

る不公平感が生じる可能性が高い。跡地利用

推進法により、先行取得することで、公共減

歩率の軽減や不公平感の緩和などの効果が

あることから、可能な限り、先行買収を行う

ことが望ましい。 

⇒なお、先行買収における取得目標面積の達成

が困難な場合は、地主会との協力のもと、一

律割合の供出ルールの作成等、善後策の検討

が必要である。 

⇒特定事業については、民間企業でも実施可能

な事業（社会福祉施設、一団地の住宅施設等）

もあることから、土地の先行取得にあたって

は、特定事業を実施する事業者となり得る信

頼できる者（土地区画整理事業施行者や鉄道

事業者など）による土地の先行取得を可能と

することなど、跡地利用推進法の拡充の検討

も考えられる。 
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第Ⅰ章 跡地利用の事業実現性から見た課題の整理と行程計画（案）の作成 

②土地区画整理事業＋都市公園整備事業＋街路事業＋鉄道事業等の一体的な施行の実施 

 

 

 実現可能性 課題の抽出 

土
地
区
画
整
理
事
業 

（事業性） 

・大規模公園や広域的幹線道路につ

いて、土地区画整理事業と別で事

業を行うとともに、先行買収によ

る従前公共用地を増やすことで、

公共減歩の低減を図ることが可

能である。 

・保留地の早期整備・早期処分によ

る確実な事業資金の早期回収を

行うことで、事業リスクを回避す

ることが可能である。 

⇒先行買収の状況や土地区画整理事業の事業性

等を勘案し、土地区画整理事業の事業区域を

決定する必要がある。 

⇒保留地の早期整備・早期処分を可能とする工

事展開の立案と事業協力者（エンドユーザー）

が見つけやすい場所を保留地とする換地計画

の立案などが必要となる。 

（事業主体） 

・事業規模や地権者数、事業期間等

を踏まえ、「公共団体施行」、「都

市機構施行」などの公的機関によ

る実施が望ましい。 

・地権者組織から成る「組合施行」

の場合、民間デベロッパーによる

「業務代行方式」等の導入が想定

されるが、事業リスクも大きく、

実施事業者の選定が難しいこと

が想定される。 

・「会社施行」については、実施事

例も少なく、実現性に乏しい。 

⇒「公共団体施行」の場合、土地区画整理事業

の実務経験が少なく、公共団体に事業推進に

あたっての技術ノウハウが蓄積されていない

ことも想定され、経験がある他の公共団体や

ＵＲ都市機構との人事交流や民間事業者等と

の連携など、円滑な事業推進体制を整える必

要がある。 

⇒「都市機構施行」については、現在、都市機

構業務に該当しないことから、法律の改正等

が必要となる。 

 

（合意形成） 

・地権者数が多く、相続等の発生に

より、さらに地権者数が増加する

こと、多様な土地活用意向がある

こと等から、円滑な地権者の合意

形成が事業実現のポイントとな

る。 

⇒早い段階から、地権者への情報発信を実施し、

事業に対する理解促進を図る必要がある。 

⇒返還地の特性から、公図がない、一部土地所

有者が特定できないといった状況が考えられ

るため、権利関係の整理を早めに着手する等

の工夫が必要である。 

⇒地権者の土地活用を実現（特に共同利用によ

る）するためには、民間事業者の事業意欲把

握や地権者勉強会の実施、地権者と事業者の

マッチング支援等を実施する必要がある。 
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第Ⅰ章 跡地利用の事業実現性から見た課題の整理と行程計画（案）の作成 

街
路
事
業 

・広域的幹線道路は、土地区画整理

事業の公共減歩により供出する

ことが適さない道路であり、別事

業で整備する事例も多い。 

・跡地利用推進法の活用により、道

路用地の先行買収も可能である。

⇒広域的幹線道路の配置は、土地利用計画に大

きく影響を及ぼすことから、土地区画整理事

業と街路事業が相互連携して計画立案を実施

する必要がある。 

⇒合わせて、周辺市街地にまたがることから、

周辺市街地整備から見た道路構造やルートの

選定などの検討も必要である。 

鉄
道
事
業 

・鉄道用地については、確実に鉄道

事業者用の宅地とする必要があ

るが、土地区画整理事業により先

行買収地を集約することが可能

である。 

⇒「大都市地域における宅地開発及び鉄道整備

の一体的推進に関する特別措置法」の適用範

囲（現在、首都圏・近畿圏・中部圏において

適用可）の拡充など、宅地開発及び鉄道整備

を一体的に推進するために必要な特別措置を

講じた法律の整備が必要である。 

 

  

 実現可能性 課題の抽出 

土
地
区
画
整
理
事
業 

（申出換地制度の活用の検討） 

・先行買収が可能なこと、土地活用

意向に応じた換地位置とするこ

とが可能な申出換地制度を導入

することで、多様な土地活用意向

に応じることが可能となる。 

・申出換地制度を活用することで、

共同利用街区の形成や先行買収

地の集約などが可能となり、大規

模土地利用が実現ができる。 

⇒申出換地制度の活用の検討にあたっては、公

平性､平等性を担保しつつ、規模の過不足や位

置の優先順位等の調整方法のルール化などを

行う必要がある。 

⇒地権者の意向の変化などによる申出撤回を防

止し、共同利用街区の事業者の選定や事業者

との条件調整等を進める組織づくりやルール

づくりをサポートするなど、地権者が参画し

やすい方策を検討する必要がある。 

都
市
公
園
整
備
事
業 

・大規模公園は、土地区画整理事業

の公共減歩により供出すること

が適さない公園であり、別事業で

整備する事例も多い。 

・跡地利用推進法の活用により、公

園用地の先行買収も可能である。

⇒（仮称）普天間公園は、国家的な記念事業と

して、「国営公園」を視野に入れた検討が必要

である。 

⇒（仮称）普天間公園は、広域的な緑地ネット

ワーク機能、地下水系の保全、平和希求のシ

ンボル性、広域的な防災機能などの役割が求

められており、当地区内だけでなく、周辺地

域も含めた公園計画の立案が必要である。 

⇒また、地域全体でのポテンシャルアップにつ

ながるよう、西海岸地域との連携や役割分担

などを行う必要がある。 
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第Ⅰ章 跡地利用の事業実現性から見た課題の整理と行程計画（案）の作成 

③民間事業者等と連携した土地活用の推進と宅地内緑地の確保 

 

 

 

  

実現可能性 課題の抽出 

・公有地における特定事業の実施にあたっ

ては、ＰＦＩやＰＰＰ事業等による官民

連携手法が有効であり、実施事例も多

い。 

・地権者による共同利用街区等では、定期

借地権等を活用した安定した土地活用

が有効であり、実施事例も多い。 

⇒早期の土地活用推進に向けては、土地区画整

理事業と並行して、建物整備を含む事業計画

の検討を進める必要がある。 

⇒民間事業者の事業意欲の把握や地区の土地活

用情報の発信など、継続的な企業誘致活動が

必要である。 

・大規模敷地内において緑地の保全や確保

を担保する制度を活用することで、その

実現は可能である。 

⇒緑の保全制度の特性を捉え、当地区や対象地

にあった制度の導入が必要である。 

⇒緑の保全については、地権者等に管理費用な

どの負担が発生することから、維持管理に対

する継続的な支援の検討も必要である。 
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第Ⅰ章 跡地利用の事業実現性から見た課題の整理と行程計画（案）の作成 

（５）今後の取組みに反映すべき事項の整理 

跡地利用計画（素案）の策定に向けた今後の計画づくりに向けた取組みのうち、優先的に

検討すべき事項について、「全体計画の中間取りまとめ」等の内容、作成した事業スキーム

（案）及び事業スキーム(案)実現に向けた課題の抽出等より、今後の取組みに反映すべき事

項を以下に整理した。 

 

 

 検討項目 今後の取組みに反映すべき事項 

環
境
づ
く
り 

沖縄振興に向けた環境づくり 

・ 沖縄振興の舞台となる「緑の中のまちづく

り」 

沖縄振興に向けた環境づくりは、緑の豊かさや環

境技術を新たに創り出していくことであり、跡地

利用の重要な役割と受け止め、その成果を次世代

に継承 

沖縄振興の舞台となる「緑の中のまちづくり」を

展開 

 

 

・ 大規模跡地ならではの「緑」の整備水準 

市街地面積の 30％以上の緑地の確保を目標とし

て、｢施設緑地｣と｢地域制緑地」（地区計画、風

致地区等）による緑化を検討し、土地利用や都

市基盤整備(道路、公園)等に関する計画に反映

 

・ これまでにない「緑の豊かさ」を見せる計画

づくり 

多くの人々が目にする幹線道路からの緑の風景

づくり（沿道空間の緑化等）や土地の起伏を活

かした緑の風景づくり（斜面の緑化等）等の推

進など、｢緑の豊かさ｣を印象付けるための計画

手法を検討し、緑地整備に関連する土地利用や

都市基盤整備等に関する計画に反映 

 

⇒広域景観・都市構造等のあり方検討 
⇒緑の拠点とネットワーク、緑化誘導手法の検討

地域の特性を活かした環境づくり 

・ まとまりある樹林地の保全・整備 

地域の特性を共有財産として次世代に継承する

ことを目標として、跡地を含む一帯の自然・歴史

特性を活かした環境づくりを推進 

多様な生物と共生するまちづくりや特色ある地

域景観の保全に向けたまとまりある樹林地等を

保全・整備 

 

・ 生態系ネットワークの形成に向けた既存樹

林の保全 

御嶽林等の既存樹林の保全など、保全・整備す

べき樹林の区域や生態系ネットワーク形成の具

体的な手法等に関する検討を行い、公園、道路

緑化、敷地内緑化等に関する計画に反映 

 

・ 跡地の内外にまたがる西側斜面緑地の保

全・整備 

跡地の内外にまたがる区域を一体的に保全・整

備すべき区域や手法に関する検討を行い、跡地

では公園緑地や敷地内緑化に関する計画に反映

し、周辺市街地では地域制緑地等の計画に反映

 

⇒跡地全体の風景づくり検討 

・ 「宜野湾」の歴史が見えるまちづくり 

｢宜野湾」の歴史が見えるまちづくりを目標とし

て、近世･近代の中心であった｢並松街道｣沿いの

地域等において、昔の姿を偲ぶ風景づくりを推進

 

・ ｢(仮)歴史まちづくりゾーン｣の風景づくり 

「並松街道」と｢旧集落」の再生に向けた計画づ

くりや区域に取り込む遺跡の選定等とあわせ

て、区域設定、風景づくりの演出等に向けた検

討を行い、景観形成の誘導や回遊ルート等に関

する計画に反映 

 

⇒並松街道、旧集落の再生イメージの検討 

表 1-1 検討項目と今後の取組みに反映すべき事項の整理 

14



第Ⅰ章 跡地利用の事業実現性から見た課題の整理と行程計画（案）の作成 

 検討項目 今後の取組みに反映すべき事項 

土
地
利
用
及
び
機
能
導
入 

多様な機能の複合によるまちづくり 

・ 振興拠点ゾーンの形成 

「しごと」と「くらし」の場が融合したまちづく

りを目標とし、三つの土地利用ゾーンによる複合

的なまちづくりを推進 

振興拠点ゾーンは、沖縄振興の新たな舞台となる

「創造と交流の場」の形成に向けたまちづくりを

推進 

・ 沖縄振興に向けた基幹産業等の集積地形成 

県内外からの機能誘致の促進や産業等の創出に

向けた優れた環境づくりや交通条件の整備とあ

わせた受け皿を整備し、県内外への呼びかけと

あわせて機能誘致にかかる見通しの確保、西海

岸地域との連携等を検討し、振興拠点ゾーンに

関する計画に反映 

 

⇒機能導入の検討 
⇒周辺開発計画との調整 

土地利用需要の開拓と並行した計画づくり 

・ 機能誘致見通しの確保にもとづく計画づくり 

「中間取りまとめ」や用地供給見通し等を県内外

に情報発信し、跡地利用に参加する開発事業者や

立地企業･来住者等を募り、機能誘致見通しを確

保し、計画づくりに反映 

 

・ 跡地利用への参加を呼びかける情報発信 

効果的な需要喚起につなげるための情報発信の

時期、内容、主体、手法等に関する検討を行い、

｢中間取りまとめ｣や用地供給可能性等を県内外

に情報発信 

 

※振興拠点ゾーン形成と合わせて優先検討 

都
市
基
盤
整
備 

幹線道路の整備 

・ 上位計画に基づく広域的な幹線道路の整備 

「沖縄県総合交通体系基本計画（平成24 年 7月、

沖縄県）」、「中南部都市圏都市交通マスタープラ

ン（平成 21 年 3 月、沖縄県）」等に位置づけら

れている広域的な幹線道路として「中部縦貫道

路」と「宜野湾横断道路」を整備 

 

・ 「中部縦貫道路」の整備 

広域における計画づくりと連携して、宜野湾市

の幹線道路網との結節のあり方、跡地や周辺市

街地の市街地環境に及ぼす影響の緩和、景観等

に関する検討を行い、道路の規格、構造、ルー

ト、緑化等に関する計画に反映 

 

・ 「宜野湾横断道路」の整備 

宜野湾市の幹線道路網や沖縄自動車道との結節

方法、跡地や周辺市街地の市街地環境に及ぼす

影響の緩和、景観等に関する検討を行い、道路

の規格、構造、ルート、緑化等に関する計画に

反映 

 

⇒中部縦貫道路ルート変更による影響の検討 
⇒広域幹線道路計画の検討 

鉄軌道を含む新たな公共交通軸の整備 

現在、中南部都市圏を縦貫する公共交通軸に関す

る検討が進行中であり、跡地のまちづくりの大き

な原動力として期待し、跡地への導入を前提とし

た計画づくりを推進 

 

・ 鉄軌道を含む公共交通軸の導入を前提とし

た効果的なルート設定 

公共交通軸に関する調査検討の進捗とあわせ

て、公共交通軸導入の有無、施設概要等に関す

る検討成果をもとに、土地利用や都市基盤整備

等の計画に反映 

 

・ 鉄軌道を含む公共交通軸の活用に向けた計

画づくり 

公共交通利用の促進に向けて、跡地のまちづく

りにとって望ましいルートや駅の配置等につい

て検討を行い、公共交通軸に関する今後の計画

に反映 

 

⇒鉄軌道、フィーダー交通の検討 
⇒事業化に向けた計画案の策定 
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第Ⅰ章 跡地利用の事業実現性から見た課題の整理と行程計画（案）の作成 

 

 

 

 

 

 

 検討項目 今後の取組みに反映すべき事項 

都
市
基
盤
整
備 

緑地空間の整備 

・ 広域計画に基づく（仮称）普天間公園の整備

跡地を活用した緑地の拡大、沖縄振興の拠点づく

り、広域防災機能の導入等を目標とし、中南部都

市圏のセントラルパークとなる(仮称)普天間公

園を整備 

 

・ 跡地を活用した緑地の拡大 

大山湿地やキャンプ瑞慶覧（返還予定地区）の

斜面緑地との連携の重要性を踏まえ、緑地の計

画フレームやネットワークに関する検討を行

い、(仮称)普天間公園の規模や施設内容等に関

する計画に反映 

 

・ 広域防災機能の導入 

広域的な計画において、広域防災拠点として(仮

称)普天間公園が担うべき役割を定め、(仮称)普

天間公園における広域防災関連施設の計画に反

映 

 

⇒公園の位置づけ、機能方針、拠点施設の検討
⇒広域緑地計画の策定 

供給処理・情報通信基盤の整備 

・ 供給処理基盤の整備 

広域的な既定計画による施設整備に加えて、低炭

素化、資源循環、水循環の保全等に向けた先進的

な取組みを導入 

・ 広域における既定計画に基づく施設整備 

計画フレームの検討、既定計画による対応可能

性を確認し、供給処理基盤に関する計画に反映

 

・ 水循環の保全に向けた雨水排水施設の整備 

水循環の保全に向け、地下浸透手法等を検討し、

雨水排水施設の計画に反映 

 

・ 再生可能エネルギーへの転換と連携した電

力供給施設の整備 

省エネルギーや再生可能エネルギーの導入に向

け検討し、電力供給施設に関する計画に反映 

 

⇒供給処理基盤整備の方向性整理 

・ 情報通信基盤の整備 

情報通信関連産業等の誘致や新しい都市サービ

スの導入等を目標として、ハード・ソフトにわた

る先進的な取組みを導入 

・ 情報通信環境の向上による産業立地の促進 

「戦略的通信コスト低減化支援事業」や「沖縄

国際情報通信基盤整備事業」等の導入を検討し、

関連する計画に反映 

 

・ 情報通信基盤の活用による生活の豊かさの

追求 

生活スタイルの多様化等を視野に入れたブロー

ドバンドサービス等、新しい都市サービスの導

入を検討し、関連する計画に反映 

 

⇒情報通信基盤の方向性整理 
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第Ⅰ章 跡地利用の事業実現性から見た課題の整理と行程計画（案）の作成 

周
辺
市
街
地
整
備
と
の
連
携 

周辺市街地の改善と連携した跡地利用 

・ 周辺市街地の再編 

周辺市街地における市街地の再開発や既存施設

の跡地への移転立地による市街地の再編を支援

するために、必要な用地を計画的に供給 

 

・ 市街地の再開発等に必要な用地の供給 
市街地の再開発等に向けた地元意向や事業化可

能性に関する検討を行い、跡地における用地供給

の必要性を見極めた上で、土地利用や用地供給に

関する計画に反映 

 

・ 既存施設の移転立地意向に対応した用地の

供給 
既存施設の再配置に向けた意向聴取に基づき用

地需要の見通しを確保するとともに、跡地を活用

した再開発の可能性等に関する検討を行い、土地

利用や周辺市街地整備に関する計画に反映 

 

⇒整備方針と課題の対応策検討 

・ 跡地と周辺市街地にまたがる生活圏の形成 

跡地と周辺市街地にまたがる生活圏を形成し、生

活関連施設を共用することにより、周辺市街地の

生活利便の向上や跡地における住宅立地を促進 

 

・ 周辺市街地からの利用に向けた公園等の整備
周辺市街地から利用しやすい公園等の配置のあ

り方等に関する検討を行い、公園等の計画に反映

 
※広域計画に基づく（仮称）普天間公園の整備

と合わせて優先検討 

跡地と周辺市街地にまたがる環境づくりと都
市基盤整備 

・ 周辺市街地における環境づくり 

地域特有の環境づくりに向けた跡地と周辺市街

地の一体的な取組みを目標として、周辺市街地で

は、既成市街地での実現性に配慮した計画づくり

を推進 

 

・ 西側斜面緑地の保全 
地元意向の反映や区域設定の検討を行い、都市計

画による地域地区指定等に関する計画に反映 

 

・ 「並松街道」の再生 
跡地と普天満宮を結ぶ区間等において、再生に向

けた手法や実現性に関する検討を行い、周辺市街

地における関連計画に反映 

 

・ 湧水利用による農業、生物の生息･生育環境、

民俗文化の継承 
田芋畑における営農の継続や生物の生息･生育環

境の保全に配慮した水路網の整備等に関する検

討を行い、周辺市街地における関連計画に反映 

 

・ 跡地に流入する河川や排水路の水質の改善 
水質の改善に向けた方策について検討を行い、周

辺市街地における関連計画に反映 

 

⇒周辺まちづくりの整理 

・ 周辺市街地における幹線道路の整備 

幹線道路網の周辺市街地区間については、沿道地

域の地域住民等との協働による計画づくりや跡

地利用の早期実現に向けた取組みを推進 

・ 周辺市街地整備から見た道路構造・ルートの

選定 
周辺市街地整備から見た望ましい道路構造・ルート

の選定に関する検討を行い、幹線道路の計画に反映

 

・ 周辺市街地における幹線道路の早期整備の

推進 
地元意向との調整や沿道地域の市街地再編に関

する検討を行い、幹線道路の周辺市街地区間に関

する計画に反映 

 

⇒周辺道路体系の整理 

 検討項目 今後の取組みに反映すべき事項 
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第Ⅰ章 跡地利用の事業実現性から見た課題の整理と行程計画（案）の作成 

２．跡地利用の取組みの行程計画（案）の作成 

跡地利用計画（素案）の策定に向け、当面の各分野における取組み内容について整理する

ために、取組みの行程計画（案）について検討した。 

 

（１）基本的な考え方 

１）行程計画（案）の位置付け 

平成 19 年 5 月に宜野湾市と沖縄県は、共同で跡地利用計画を策定するまでの取組みのフ

ロー、内容、体制等を定めた「普天間飛行場跡地利用計画の策定に向けた行動計画」を策定

しており、これまで、この行動計画に基づき、跡地利用計画づくりに向けた取組みが推進さ

れ、昨年度の「全体計画の中間取りまとめ」策定に至っている。 

本項では、これまでに整理・検討が行われてきた上記の取組みを踏まえた上で、駐留軍用

地跡地返還後における速やかな事業着手に向けて策定される「跡地利用計画（素案）」を作

成するまでの手順並びに進め方となる「行程計画（案）」を策定した。 

 

  

普
天
間
飛
行
場
跡
地
利
用
基
本
方
針

○ 合意形成の実現に向けた取組

○ 計画づくりに向けた取組

○ 跡地利用の実現に向けた取組

跡
地
利
用
計
画

前提条件の
整理分析

全体計画の中間取りまとめ

県民・地権者等との合意形成の促進

県内外に向けた「跡地利用情報」の発信

今後の計画づくりの推進

平成18年2月

移行

行
程
計
画

移行

計
画
内
容
の
具
体
化

平成25年度 平成28年度

随
時
見
直
し

＜跡地利用計画にて定める計画の内容＞
・土地利用計画案
・骨格的インフラの内容、位置、規格

（
素
案
） 

図 1-2 行程計画（案）の位置付け 

み 

み 

み 
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第Ⅰ章 跡地利用の事業実現性から見た課題の整理と行程計画（案）の作成 

 

２）行程計画（案）策定の視点 

行程計画（案）の策定に向けては、跡地利用の実現化に向け「今後の計画づくりの推進」

に関する行程のみならず、「県民・地権者等との合意形成の促進」及び「県内外に向けた「跡

地利用情報」の発信」を含めた 3つの取組みについて、相互関連性に配慮して計画策定を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、本行程計画（案）は、「計画内容の具体化」や「跡地利用計画（素案）」の策定に向

けたロードマップになることから、計画の策定にあたっては、現時点にて想定できる限りの

情報を反映し、具体的な計画期間を盛り込んだ形で整理した。 

 
計画の前提条件

の整理分析
計画内容の

具体化

環境づくり

土地利用及び機能導入

都市基盤整備

周辺市街地整備との連携

県内外に向けた「跡地利用情報」の発信

中
間
と
り
ま
と
め

跡
地
利
用
計
画
（

素
案
）県民・地権者等との合意形成の促進

計画方針の
とりまとめ

跡地利用
計画（素案）策定

全体計画
今
後
の
計
画
づ
く
り
の
推
進

計画期間等を想定

した、詳細な行程

計画の策定

図 1-3 行程計画（案）策定の視点 

 
● 地権者及び県民・市民の意向反映や合意形成のための方策や手順を検討し、計

画づくりに向けた取組みと連携して、意向反映活動、合意形成活動を実施 

 
● 基本方針の分野別の方針に基づき、分野間の連携、整合を図りつつ、計画づく

りに向けた具体的な検討を行い、それらを集大成して全体計画を策定 

 
● 計画づくりに向けた取組みと並行して、実施手法や機能誘致可能性等に係る検

討を行い、計画の実現性を検証 

県民・地権者との合意形成の促進 

県内外に向けた「跡地利用情報」の発信 

今後の計画づくりの推進 
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第Ⅰ章 跡地利用の事業実現性から見た課題の整理と行程計画（案）の作成 

（２）行程計画（案） 

  

※状況の変化により適宜見直し  

計画の精査・事業実施の準備

2013(平成25)年度 2017(平成29)年度～

計画策定の条件整理
関連計画との調整

現地調査結果の反映、計画案の見直
し

法定手続き

沖縄振興の舞台となる
「緑の中のまちづく
り」

環境の豊かさが持続す
るまちづくり

まとまりのある樹林地
の保全・整備

地域特有の水循環の保
全・活用

地下空洞への対応と保
全活用

「宜野湾」の歴史が見
えるまちづくり

振興拠点ゾーンの形成

都市拠点ゾーンの形成

居住ゾーンの形成

その他公益的な施設用
地等の計画的な確保

地権者の協働による用
地供給の促進

機能誘致見通しの確保
に基づく計画づくり

今
後
の
計
画
づ
く
り
に
向
け
た
取
組
み

全体計画 計画策定条件、整備方針検討 計画策定に関する素案の検討
関連計画との調整、素案の見直し

計画案取りまとめ

計画内容の具体化（2016(平成28)年までに跡地利用計画（素案）を策定）

2014(平成26)年度 2015(平成27)年度 2016(平成28)年度

環
境
づ
く
り
の
方
針

沖
縄
振
興
に
向
け
た

環
境
づ
く
り

地
域
の
特
性
を
活
か
し
た

環
境
づ
く
り

土
地
利
用
及
び
機
能
導
入
の
方
針

多
様
な
機
能
の
複
合
に
よ
る

ま
ち
づ
く
り

土
地
需
要
の
開
拓
と

並
行
し
た
計
画
づ
く
り

緑の拠点とネットワーク

緑化誘導手法の検討

跡

地

利

用

計

画

（

素

案

）
の

策

定

導入すべき先進的取組みの方向性検討

並松街道、旧集落の再生

イメージの検討

樹林地の状況把握、保全活用策検討

公園、道路緑化、敷地内緑化計画への反映事項抽出

湧水量の保全方策、地下水の水質維持方策検討

水系、地下水状況把握、計画への反映事項抽出

地下空間の状況把握、安全対策、保全・活用方策検討

計画への反映事項抽出

導入すべき先進的取組みの技術検討

「緑」の整備に関連する

土地利用や都市基盤反映事項取りまとめ

地下空間の状況把握

計画への更なる反映事項抽出

水系、地下水状況把握

計画への反映事項抽出

樹林地の状況把握

計画への更なる反映事項抽出

計画への更なる反映事項

取りまとめ

歴史が見えるゾーンの風景づくり演出検討
遺跡の現状把握、保全・活用方策の検討、計画反映事項抽出

歴史が見えるゾーンの景観誘導、回遊ルートの検討

遺跡の状況把握、更なる反映事項抽出

機能導入の検討

中核施設の

計画内容の検討

周辺開発計画との調整

中核施設、公共公益施設の整備内容

周辺計画との調整、整合

都市拠点ゾーンのコンセプト検討

立地関心企業等の意向を踏まえた

誘致機能の検討具体化

中核的施設の導入方策検討

広域集客拠点、市民センター、

共同住宅の導入検討

基幹産業、中核施設の規模及び配置に

関する検討土地利用素案の策定

住宅開発のモデルプラン検討
居住ゾーンの規模及び配置

に関する検討土地利用素案の策定

生活関連施設の導入に

関する調整、検討

その他公益的施設の規模及び配置

に関する検討土地利用素案の策定生活圏の再編と合わせた導入機能の抽出

「緑」の保全・活用に関する方策、

制度の詳細検討（地区計画、風致計画等）

勉強会を活用した情報提供 共同利用の情報提供

まとまりのある用地確保に向けた取組み推進

供給可能用地の見通し検討
供給可能用地の

仮設定

立地関心リストによる

誘致見通し情報提供

誘致状況等の

情報提供

地下空間の状況把握

計画への更なる反映事項抽出

水系、地下水状況把握

計画への反映事項抽出

樹林地の状況把握

計画への更なる反映事項抽出

基
地
内
立
ち
入
り
調
査
の
実
施

緑の中のまちづくりを実現する

環境づくりの計画策定

土地利用の適宜見直し

立地誘導に向けた取組み推進

立地誘導に向けた取組み推進

立地誘導に向けた取組み推進

立地誘導に向けた取組み推進

供給可能用地の適宜見直し

環境づくりの計画適宜見直し

基
地
内
立
ち
入
り
調
査
の
実
施

基
地
内
立
ち
入
り
調
査
の
実
施

基
地
内
立
ち
入
り
調
査
の
実
施

周辺計画との調整、整合

居住ゾーンのコンセプト検討

広域集客拠点、市民センター、共同住宅の

規模及び配置に関する検討土地利用素案の策定

跡地全体の風景づくり検討

広域景観・都市構造等のあり方検討

【凡例】 

   第１優先検討事項 

    第２優先検討事項 

   第３優先検討事項 

   計画策定に向けた検討事項 

   計画策定後の検討事項 



第Ⅰ章 跡地利用の事業実現性から見た課題の整理と行程計画（案）の作成 

 

 

 

  

※状況の変化により適宜見直し  

計画の精査・事業実施の準備

2013(平成25)年度 2017(平成29)年度～

上位計画に基づく広域
的な幹線道路の整備

宜野湾市の都市幹線道
路網の整備

広域計画に基づく（仮
称）普天間公園の整備

自然・歴史特性の保
全・活用に向けた公園
等の整備

身近な生活の場となる
公園等の整備

供給処理基盤の整備

情報通信基盤の整備

周辺市街地の再編

跡地と周辺市街地に
またがる生活圏の再編

周辺市街地における
環境づくり

周辺市街地における
幹線道路の整備

計画内容の具体化（2016(平成28)年までに跡地利用計画（素案）を策定）

2014(平成26)年度 2015(平成27)年度 2016(平成28)年度

今
後
の
計
画
づ
く
り
に
向
け
た
取
組
み

都
市
基
盤
整
備
の
方
針

幹
線
道
路
の
整
備

鉄軌道を含む新たな
公共交通軸の整備

緑
地
空
間
の
整
備

供
給
処
理
・
情
報
通
信

基
盤
の
整
備

周
辺
市
街
地
と
の
連
携
の
方
針

周
辺
市
街
地
の
改
善
と

連
携
し
た
跡
地
利
用

跡
地
と
周
辺
市
街
地
が
ま
た
が
る

環
境
づ
く
り
と
都
市
基
盤

広域幹線道路計画

中部縦貫道路、宜野湾横断道路の整備方針策定

現地状況を踏まえた規格、ルート等の検討

土地利用計画、その他都市基盤検討状況との調整

規格、ルート等の見直し

現地調査を踏まえた整備方針の検討

ルート、駅位置等の検討

公共交通活用型の全体交通計画検討

鉄軌道等公共交通計画の状況把握と連携、調整

ルート、駅位置等の見直し、規格、構造等の検討

現地状況を踏まえた交流空間のあり方や規模、

位置、内容等の整備イメージ検討
（仮称）普天間公園基本構想の策定 （仮称）普天間公園の基本計画策定

都市計画手続き等に向けた検討

適宜計画への反映

現地状況を踏まえた整備方針の検討

広域的幹線道路の基本計画案の検討

土地利用計画、その他都市基盤検討状況との調整

規格、ルート等の検討
都市幹線道路の概略計画策定 跡地利用計画(案)の策定

跡地利用計画(案)の策定

適宜見直しの実施

都市計画手続き等の推進

鉄軌道、フィーダー交通の検討
全体交通計画の適宜見直し

公園の位置づけ、機能方針

拠点施設の検討

広域防災拠点としての整備内容検討 都市計画手続き事前準備

跡地利用計画(案)の策定

適宜見直しの実施

都市計画手続きの推進

現地状況を踏まえた整備方針の検討
緑の整備に関する反映事項を踏まえた

公園配置計画、並松街道整備イメージの検討
公園、並松街道等概略計画策定

現地状況を踏まえた整備方針の検討
緑の整備に関する反映事項を踏まえた

公園配置計画の検討
公園概略計画策定

供給処理基盤導入方策の検討 供給処理概略計画策定

情報通信基盤概略計画策定
情報通信基盤の導入方策検討

整備方針と課題の対応策検討

周辺市街地の再編、既存施設再配置整備計画

との計画調整、すり合わせ

一体的な生活圏形成に関する対象施設の抽出

新規整備機能、既存機能の相互利用計画の検討

土地利用、道路、公園等計画への反映

周辺市街地における都市基盤の整備実施

適宜計画への反映

周辺市街地における環境づくりの方針検討

計画反映事項の抽出

周辺市街地における幹線道路整備方針検討

計画反映事項の抽出 土地利用、道路、公園等計画への反映周辺道路体系の整理

跡

地

利

用

計

画

（

素

案

）
の

策

定

基
地
内
立
ち
入
り
調
査
の
実
施

基
地
内
立
ち
入
り
調
査
の
実
施

広域緑地計画の策定

基
地
内
立
ち
入
り
調
査
の
実
施

事業化に向けた計画案の策定

（導入ルート、事業主体、整備手法）

基
地
内
立
ち
入
り
調
査
の
実
施

供給処理基盤導入機能の抽出

情報通信基盤の導入機能の抽出

供給処理基盤整備の方向性整理

情報通信基盤の方向性整理

中部縦貫ルート変更による影響の検討

周辺まちづくりの整理

跡地利用計画(案)の策定

跡地利用計画(案)の策定

跡地利用計画(案)の策定

跡地利用計画(案)の策定

【凡例】 

   第１優先検討事項 

    第２優先検討事項 

   第３優先検討事項 

   計画策定に向けた検討事項 

   計画策定後の検討事項 



第Ⅰ章 跡地利用の事業実現性から見た課題の整理と行程計画（案）の作成 

 

  

※状況の変化により適宜見直し  

計画の精査・事業実施の準備

2013(平成25)年度 2017(平成29)年度～

「中間取りまとめ」
情報発信開始

計画素案の周知
事業化に向けた地権者組織の組成

機能誘致方針の検討
情報発信開始

認可手続き

計画内容の具体化（2016(平成28)年までに跡地利用計画（素案）を策定）

2014(平成26)年度 2015(平成27)年度 2016(平成28)年度

県民・地権者等との
合意形成の促進に向けた取組み

「中間取りまとめ」に関する意向把握、計画作成への反映
地権者勉強会の取組み開始

計画素案に関する情報発信、意向把握、素案作成への反映
共同利用による土地活用の機運醸成

計画素案に関する情報発信、意向把握、案作成への反映
エリアマネジメント組織組成準備

県内外に向けた「跡地利用情報」
の発信に向けた取組み

広報営業活動本格化
インセンティブ方策検討

事業フレーム算定
立地関心企業リスト作成

事業計画案策定
インセンティブ実現化に向けた調整

パンフレット

県内フォーラムの開催

定期的な更新、情報追加、運営

計画素案に関する説明会、意見交換会、情報発信、意向把握整備方針に関する説明会、意見交換会、情報発信、意向把握 計画素案に関するフォーラム

意向把握（アンケート、ヒアリング）

説明会、意見交換会

ホームページの全面改訂、更新、運営

地権者土地活用意向の把握

（第１回アンケート）

勉強会発足、共同利用情報発信

地権者土地活用意向の把握（自己利用、賃貸活用、土地処分

．．．）（第２回アンケート）

土地活用勉強会運営（共同利用）

事例調査、視察会

土地活用勉強会運営（エリアマネジメント）

地権者土地活用意向の把握（エリアマネジメントの取組）

事例調査、視察会

本格的な土地の先行取得推進

組織組成 活動開始

エリアマネジメント検討、調整

県内外、国内外企業へのＰＲ、情報発信

地権者、県内外、国内外企業への広報プロモーション活動

立地関心企業リストの作成 立地関心企業リストの更新、運用

立地進出インセンティブのあり方検討 制度整備に向けた調整 手続き

早期、都市インフラ整備・都市機能配置に向けた検討

跡

地

利

用

計

画

（

素

案

）
の

策

定

国際フォーラムの実施 国際コンペの実施

内容の一部更新改訂

ホームページの作成

全面改訂 内容を事業紹介的なものへ

■内容（開催場所、意見収集方法、掲示物）を見直し、更新しながら実施

県民フォーラムの定期的開催（年1回）

計画素案に関する説明会、意見交換会、情報発信、意向把握

■年度ごとに一部更新（県内向けにテーマごとのバージョンに派生展開）

■エリアの資源を活かした緑のまち編 ■若手の会、ねたてのまちBMの活動取材編

■沖縄で働き、学び、憩う、暮らす、活かす編 ■つながる編（市街地が、市が広域連携、アジアと）

全面改訂 内容を事業紹介的なものへ

プロモーション映像

（中間取りまとめ）
経済効果など

最新データ等盛込む

各分科会に合わせた

内容編を準備
企業によるコンソーシアム結成■年度ごとに一部更新

3月グループインタビューを開

催（中間取りまとめの説明）
ミニフォーラム開催（最新の情

報で or 企業のプレゼンなど）

ミニフォーラム開催

（分科会の立ち上げなど）
企業によるフォーラム開催（年2回） 国際フォーラム、コンペ開催

具体的なテーマ設定 海外での展開も視野 ２次開発に関与する

企業への呼びかけ

■情報発信/関心興味喚起

キャラバン(意向把握/アンケート)

プロモーション映像（中間とりまとめ）

【凡例】 

   第１優先検討事項 

    第２優先検討事項 

   第３優先検討事項 

   計画策定に向けた検討事項 

   計画策定後の検討事項 



第Ⅰ章 跡地利用の事業実現性から見た課題の整理と行程計画（案）の作成 

（３）立ち入り調査 

１）立ち入り調査の考え方 

平成 24 年 4月の「跡地利用推進法」の施行により、「立ち入り調査」実施に係る国の

斡旋について義務化された。 

行程計画（案）に示したとおり、「環境づくりの方針」や「都市基盤整備の方針」に

係る検討を進めるにあたっては、基地内への「立ち入り調査」が極めて重要となること

から、以下に「立ち入り調査」について整理する。 

「立ち入り調査」はその性格により、計画づくりに必要となる情報を収集するための

調査（計画づくり関連調査）と円滑な事業推進に向け必要となる調査（事業推進関連調

査）の 2 つに区分され、それぞれの調査の実施が必要となる時期が異なってくる。 

計画づくり関連調査は、計画策定の検討フェーズに合わせて、各取組みにおける検討

実施に必要な情報を適切に順序立て、効率的に取得していく事が必要となる。 

また、事業推進関連調査については、現地の状況によっては調査や対策に長い時間や

大きな費用を要する項目も想定されることから、実際の事業化に先立ち、長期的な視点

で計画的に調査を実施していく事が事業全体の行程管理上からも求められる。 

そこで、行程計画（案）を確実に実行し、跡地利用計画の策定を進めていくために必

要となる「立ち入り調査」の内容を次頁に整理した。 
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第Ⅰ章 跡地利用の事業実現性から見た課題の整理と行程計画（案）の作成 

２）立ち入り調査のメニューと目的、フェーズ毎の実施内容 

 

 

調査メニュー 

2014（平成 26）年度 2015（平成 27）年度 

基礎的な配置計画検討に 

必要な情報の把握 

計画策定に反映すべき 

現地条件の把握 

計
画
づ
く
り
関
連
調
査 

緑・水系・
環 境 状 況
調査 

・残存する緑地の位置、規模、状況把握 
・表面水系、地下水系の状況把握 
        ↓ 

保全すべきエリアの抽出 
保全活用計画、公共施設等配置計画に反映 

・保全エリアの詳細状況調査（樹種、樹勢）
・移植等で保全すべき樹木抽出 
・保全すべき水系の絞り込み 

↓ 
緑地・公園等公共施設計画策定に反映 

歴史・文化資
源状況調査 

・残存する歴史、文化資源状況把握 
・内容、位置、状況の確認 
        ↓ 

保全すべき資源の抽出 
保全活用計画、公共施設等配置計画に反映 

・保全すべき資源の詳細状況把握 
・移設等で保全すべき施設抽出 

↓ 
景観誘導、活用計画検討に反映 
公共施設等計画策定に反映 

地下空洞・土
質条件調査 

・既存ボーリングデータを分析し現況を確認
・追加調査必要箇所の洗い出し 

↓ 
公共施設の配置計画 

安全対策、保全・活用計画に反映 

・土質条件、地耐力調査実施 
↓ 

安全対策・保全・活用の更なる検討に反映
公共施設等計画策定に反映 

測量調査 ・立ち入りによる地形状況の概要把握 

・航空写真測量の実施 
↓ 

地区内概略地形図の策定、状況把握 
詳細測量実施箇所の抽出 

調査メニュー 

2016（平成 28）年度 2017（平成 29）年度以降 

計画作成に関する情報把握 

円滑な事業推進に資する事前調査 
円滑な事業推進に資する調査 

計
画
づ
く
り
関
連
調
査 

緑・水系・
環 境 状 況
調査 

（フォローアップ） 
・現地状況を継続的に把握 
・計画への更なる反映事項の確認 跡

地
利
用
計
画
（
素
案
）
の
策
定 

（フォローアップ） 
・定期的な現地状況の把握 
・必要に応じて計画への反映 

歴史・文化資
源状況調査 

（フォローアップ） 
・現地状況を継続的に把握 
・計画への更なる反映事項の確認 

（フォローアップ） 
・定期的な現地状況の把握 
・必要に応じて計画への反映 

地下空洞・土
質条件調査 

（フォローアップ） 
・必要に応じた空洞状況の詳細調査 
・設計進捗に合わせ適宜土質条件調査
の実施 

（フォローアップ） 
・設計進捗に合わせ、適宜土質条件調査を
実施 

測量調査 

・周辺部等可能箇所の詳細測量の実施
・平板測量の実施 

↓ 
適宜基本計画策定へ反映 

・実施設計に合わせ、追加の測量を実施 
・平板測量、縦断測量、横断測量の追加作
業 
・確定測量 
※ 返還前には可能な範囲で対応、返還後に

不足分を追加測量し対応 
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